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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　事前の要求に応じて計算された重み値により形成された単ビームを用いて、予め設定さ
れた角度の間隔及び幅で離散するように所定の領域内でマルチラディウス走査を行って、
一つ或いは複数の走査角度で、希望するユーザーを見つけた時、前記走査角度を記録し、
前記走査角度と対応するマルチラディウスのディレイを計算してマルチラディウスディレ
イ情報を獲得し、
　前記マルチラディウスディレイ情報によって、受信信号に対してディレイ調整し、
　専用制御チャンネルのパイロット信号を基準信号として、既知の専用制御チャンネルの
パイロットビットに対して、スペクトラム拡散、スクランブリングし、
　前記スペクトラム拡散、スクランブリングして得られたパイロット信号とアンテナアレ
イから受信したパイロット信号の相関行列を計算し；
　最小二乗誤差基準により、求めた当該相関行列のおよその値を、初期重み値とし、
　前記初期重み値を利用して、アレイから受信した信号に対して、空間領域処理を行い、
　前記空間領域処理後の信号により、専用制御チャンネル情報の判定出力を獲得し、
　専用制御チャンネルのパイロットセグメント時間内で、判定結果の代わりにパイロット
記号で再拡散、スクランブリングし、
　専用制御チャンネルの非パイロットセグメント時間内で、データの全てが１であるスペ
クトラム拡散コードリストを用いて、判定した非パイロットセグメント情報をスペクトラ
ム拡散してから、スクランブリングして、新しい基準信号を形成し、
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　前記新しい基準信号と新しい受信信号との相関行列を計算し、
　最小二乗誤差基準により最適化重み値を求め、
　前記最適化重みにより、アダプティブビームを形成して、専用データチャンネル情報を
処理することを含むスマートアンテナのビーム形成方法。
【請求項２】
　前記走査ビームの角度間隔が、最小のビーム幅より小さいことを特徴とする請求項１に
記載のビーム形成方法。
【請求項３】
　前記専用制御チャンネル情報を決定出力した後に、さらに、決定出力したデータビット
の信号対干渉雑音比を推定し、及び前記信号対干渉雑音比が一つの所定しきい値より小さ
い場合、所定領域に対してマルチラディウス走査を行うステップを繰り返すステップを含
むことを特徴とする請求項１に記載のビーム形成方法。
【請求項４】
　前記アレイから受信した信号に対して、空間領域処理を行うステップには、サーチした
マルチラディウス情報によって、前記初期重み値を利用して、ユーザーの大きいディレイ
マルチラディウス成分毎に、それぞれビームを形成することを含むことを特徴とする請求
項１に記載のビーム形成方法。
【請求項５】
　前記専用制御チャンネル情報の決定出力を獲得するステップには、
　前記パイロットタイムセグメントのビーム形成信号に対して、逆拡散と逆スクランブル
を行う；及び、
　当該逆スクランブルと逆拡散した結果を使用して複素数ゲインを推定して、制御部分の
非パイロットセグメント信号に対して決定することを含むことを特徴とする請求項１に記
載のビーム形成方法。
【請求項６】
　単ビームを用いて、予め設定された角度の間隔及び幅で離散するように所定領域内でマ
ルチラディウス走査を行って、ディレイ情報を獲得し、アンテナアレイから受信した信号
をディレイ調整するためのマルチラディウス走査ディレイ調整ユニットを有し、
　再拡散スクランブリングフィードバックモジュールからフィードバックした基準信号に
より、ビーム形成するための複数の重み値を計算する重み値推定ユニット；
アンテナアレイから受信した信号に対してビーム形成を行うための空間領域ビーム形成モ
ジュール；
　前記空間領域ビーム形成モジュールによりビーム形成した信号によって、転送したデー
タを獲得するための時間領域マッチングフィルターモジュール；及び、
　前記時間領域マッチングフィルターモジュールから獲得したデータ情報によって、基準
信号を生成して、前記空間領域ビーム形成モジュールにフィードバックして、空間領域処
理後の信号により、専用制御チャンネル情報の判定出力を獲得し、前記専用制御チャンネ
ルのパ イロットセグメント時間内で、判定結果の代わりにパイロット記号で再拡散、ス
クランブリングし、前記専用制御チャンネルの非パイロットセグメント時間内で、データ
の全てが１であるスペクトラム拡散コードリストを用いて、判定した非パイロットセグメ
ント情報をスペクトラム拡散してから、スクランブリングして、新しい基準信号を形成す
るための再拡散スクランブリングフィードバックモジュールを含み、
　前記重み値推定ユニットが、前記基準信号とアンテナアレイから受信した信号の相関行
列を計算して、最小二乗誤差基準により求めた当該相関行列のおよその値を前記重み値と
し、
　伝送したデータを獲得しなかった場合、再拡散スクランブリングフィードバックモジュ
ールが、既知の専用制御チャンネルのパイロットビットを使用して、スペクトラム拡散、
スクランブリングして、基準信号とし、前記重み値推定ユニットが、前記基準信号とアン
テナアレイから受信した信号の相関行列を計算して、最小二乗誤差基準により求めた当該
相関行列のおよその値を前記重み値とすることを特徴とするスマートアンテナのビーム形
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成装置。
【請求項７】
　前記マルチラディウス走査ディレイ調整ユニットには、
　所定角度間隔、所定幅にて離散走査ビームを形成するための走査ビーム形成ユニット；
　前記走査ビーム形成ユニットから形成した走査ビームにて、マルチラディウスディレイ
をサーチするためのディレイサーチャー；及び
　前記ディレイサーチャーからサーチされたマルチラディウスディレイにより、アンテナ
アレイから受信したマルチラディウス信号をディレイ調整するディレイ調整ユニットを含
むことを特徴とする請求項６に記載のビーム形成装置。
【請求項８】
　前記空間領域ビーム形成モジュールは、さらに、
　前記重み値推定ユニットから計算した対応重み値と対応アンテナアレイのアレイユニッ
トから受信した信号をそれぞれ掛けるための複数のマルチプライヤ；及び、
　複数のマルチプライヤの出力を加えるためのアダーを含むことを特徴とする請求項６に
記載のビーム形成装置。
【請求項９】
　前記時間領域マッチングフィルターモジュールには、
　前記空間領域ビーム形成モジュールからビーム形成した信号に対して、逆スクランブル
、逆拡散するための逆スクランブル、逆拡散ユニット；
　複数経路の信号に対してRake結合するためのRake結合ユニット；及び、
　Rake結合後の信号に対して、出力伝送したデータを決定するためのデータビット決定ユ
ニットを含むことを特徴とする請求項６に記載のビーム形成装置。
【請求項１０】
　前記再拡散スクランブリングフィードバックモジュールには、
　前記時間領域マッチングフィルターモジュールから獲得した伝送データに対して、再拡
散スクランブリングして、基準信号とするための再拡散スクランブリングユニットを含む
ことを特徴とする請求項６に記載のビーム形成装置。
【請求項１１】
　複数のアレイユニットからなるアンテナアレイと請求項６乃至１０の何れかに記載のビ
ーム形成装置を含むスマートアンテナ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　　本発明は、無線通信領域に関するものであり、特に、スマートアンテナのビーム形成
技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　　世界中の携帯通信システムの発展に従って、第三世代携帯通信システムの重要な技術
の一つとしてのスマートアンテナ技術は、ますます人々に重視されている。通常の場合、
スマートアンテナから受信した時空（Space－Time）信号を利用して、ビームを形成する
時、最も重要な任務は、異なる経路のディレイを推定するものであり、もし、正確なディ
レイパラメータがなければ、アダプティブビーム形成を行うことができない。ディレイは
ビーム形成前に推定する。即ち、ディレイを推定する時、ビームを利用してビーム以外の
希望しないユーザーを制御することができない。全ての利用可能なユーザー（あるセクタ
ー）の信号が受信されて、お互いに干渉する。スマートアンテナが無い基地局において、
収納できる同時に利用可能なユーザーの最大数は確定されている。上記最大数を超過する
と、ディレイの推定は困難である。その場合、スマートアンテナを有する基地局であって
も、ビームを形成する前に、他の措置を講じなければ、スマートアンテナが無い基地局と
差異がない。即ち、収納できるユーザーの最大数が、スマートアンテナが無い基地局とほ
ぼ同じである。明らかに、スマートアンテナは、基地局の容量を拡大させる機能を展開す
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ることができない。従って、利用可能なユーザー数が通常の基地局の数を超過する場合、
ディレイの推定が正常的に行われるように、ディレイの推定に他の有効的な措置を講じる
必要がある。
【０００３】
現在、通常採用されているのは、アダプティブビーム計算法を用いるか、或いはディレイ
を既知のものと仮定するか、もしくは一つのアンテナ情報だけをサーチャーに入力して、
関係エネルギーが大きいピーク値を求めて、これによりディレイ情報を決定するものであ
る。アンテナアレイの空間領域情報を利用しなかったので、ディレイサーチの精度を保証
することができない。公開番号がCN1198045である中国特許出願において、伝統的なアダ
プティブビームアンテナに対する改良方法を開示している。参照になるように、その内容
をここに記載する。当該特許出願において、従来の方法に必要な設備構成と実行ステップ
以外に、移動ユーザーの移動方向を推定するための１セットの第二制御信号に必要な設備
を追加した。当該特許出願の発明は、アンテナの性能を改善するかもしれない。しかし、
複素数重み係数に対する計算の従来の方法は以下のようなものであるため、計算速度に対
する高い要求を減軽することができない。すなわち、第二制御信号と関係する設備を別に
追加する必要があり、例えば、基地局において移動方向推定器と輻射方向図のローテイタ
ーを増加し、移動局にGPS受信機等の設備を増加して、システムのコストと維持費用を増
加したと言う問題点がある。
【０００４】
さらに、公開番号がCN1235391である中国特許出願において、まずビームを最適化してビ
ーム形成したアダプティブアレイアンテナが開示されている。参照になるように、その内
容をここに記載する。当該特許出願において、アダプティブ処理する時、複素数重み値の
計算を二つの部分に分解する。即ち、初期重みの設定と実行重みの処理に分解する。その
中で、初期重みの設定はアンテナシステムを構成する時完成して、アダプティブアンテナ
パターン（Antenna pattern）に対する成形と最適化を実現する。アンテナは、実行する
時、実行重み位相の計算を行い、最適化された後のパターンのメインローブを有用な信号
の到来方向へ回転させて、ローレベルのサイドローブに入るのを妨げ、それより干渉を抑
制する。当該発明のアンテナは、実行過程において初期重みと実行重みの乗算を行う必要
があり、計算量を増加したと同時に、初期重みに対する要求も高く、初期重みの設定誤差
が最終的に結果に大きい影響を及ぼす。
【０００５】
【特許文献１】中国特許出願公開第１１９８０４５号公報
【特許文献２】中国特許出願公開第１２３５３９１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題及び課題を解決するための手段】
【０００６】
　　本発明のある面によると、スマートアンテナのビーム形成方法を提供し、離散ビーム
を用いて受信信号に対してマルチラディウス走査を行い、マルチラディウスディレイ情報
を獲得し；当該マルチラディウスディレイ情報によって、受信信号に対してディレイ調整
し；及びディレイ調整した後の受信信号に対してアダプティブビームを形成することを含
む。
【０００７】
本発明の他の面によると、スマートアンテナのビーム形成装置を提供し、アンテナアレイ
から受信した信号に対してビーム形成を行うための空間領域ビーム形成モジュール、前記
空間領域ビーム形成モジュールによりビーム形成した信号によって、転送したデータを獲
得するための時間領域マッチングフィルターモジュール、及び前記時間領域マッチングフ
ィルターモジュールから獲得したデータ情報によって、基準信号を生成し、前記空間領域
ビーム形成モジュールにフィードバックするための再拡散(Re-spread)スクランブリング
（scrambling）フィードバックモジュールを含む。その中で、前記空間領域ビーム形成モ
ジュールは、マルチラディウス走査ディレイ調整ユニットを有しており、離散ビームでマ
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ら受信した信号をディレイ調整する。
【０００８】
本発明のもう一つの面によると、スマートアンテナ装置を提供し、複数のアレイユニット
からなるアンテナアレイと前記ビーム形成装置を含む。
【０００９】
　　この発明の上記及び他の目的、特徴、利点は、添付の図面と関連して理解されるこの
発明に関する次の詳細な説明から明らかとなるであろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　　以下、図面に結合して本発明の具体的な実施態様に対して説明する。
　　図1は、本発明のある実施例によるスマートアンテナのビーム形成方法を示すフロー
チャートである。アダプティブスマートアンテナにおいて、通常の基地局が収納できるユ
ーザー数の上限を超過するユーザーが同時に利用可能となった時、ディレイの推定ができ
ない現象を避けるために、本発明は離散ビームを利用して走査する。即ち、所定のセクタ
ー内で、スマートアンテナは、アダプティブスマートビームを形成してユーザーをトラッ
クする機能を実現しながら、ビームにて繰り返して走査することにより、ユーザー調査の
任務を完成する。
【００１１】
　　図１に示すように、まず、ステップ１０１において、離散ビームを利用してマルチラ
ディウス走査を行う。当該実施例において、単ビームを採用して、予め設定された角度の
間隔で離散するように、所定の領域或いはセクター内で、走査を繰り返すことが好ましい
。ある位置において希望するユーザーが走査された時、マッチングフィルター方法等を利
用して、ディレイの推定を獲得して、それをアダプティブビーム形成の根拠とする。
【００１２】
続いて、ステップ１０５において、マルチラディウス走査することにより獲得したディレ
イ情報に基づいて、受信した信号をディレイ調整し、既知の専用制御チャンネルのパイロ
ット記号を基準信号とし、初期重み値を求める。パイロットビットがスペクトラム拡散、
スクランブリングされた後の信号を基準信号ｄとして、アンテナアレイから受信したパイ
ロット信号Ｘpと基準信号ｄの相関行列ｒｘｄ＝E[Ｘpｄ＊]を求める。最小二乗誤差(MMSE
)基準により求めたおよその値をアダプティブ初期重み値Ｗ＝ｒｘｄとする。
【００１３】
ステップ110において、直前のステップにて算出された初期重み値によって、アレイから
受信した信号に対して空間領域処理を行い、サーチされたマルチラディウス情報によって
、ユーザーのマルチラディウスディレイ成分が大きいもの毎に対してそれぞれビーム形成
を行い、アレイから受信したパイロットタイムセグメント信号に対してビーム形成Ｙｐ＝
ＷHＸpし、アレイから受信した非パイロットタイムセグメント信号に対してビーム形成Ｙ
t＝ＷHＸｔする。
【００１４】
　　次に、ステップ１１５において、空間領域処理後の信号に対して、逆スクランブル（
descrambling）、逆拡散（des-spread）して、専用制御チャンネル情報の獲得を決定する
。具体的に、制御部分のパイロットセグメントに対して逆スクランブルし（下記の式（数
１）参照）、パイロットセグメントに対して逆拡散する（下記の式（数２）参照）。
【００１５】
【数１】

【００１６】
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【数２】

【００１７】
　　その中、kは何番目の情報記号であるかを表示し、SFは、専用制御チャンネルのスペ
クトラム拡散因子であり、Sdpch（・）は干渉コードであり、ｃcch（・）は専用制御チャ
ンネルのスペクトラム拡散コードである。専用物理チャンネルにおいて、制御部分とデー
タ部分はコード分割多重（code division multiplexing）により送信する。専用物理チャ
ンネルのマルチコード送信を考えない場合、その制御部分のスペクトラム拡散因子はSF=2
56に固定される。
【００１８】
　　パイロットセグメント情報を利用して逆スクランブルと逆拡散した結果、Rake結合ｌ
条目のマルチラディウスの複素数ゲイン（下記の式（数３）参照）、を推定する。
【００１９】

【数３】

【００２０】
　　その中、qはパイロットビットの数である。チャンネル補償を行い、ユーザーに制御
情報を発送して、ｄｃを決定する（下記の式（数４）参照）。上記式中、signは記号判定
演算を表示し、imagは虚数部演算を表示する。
【００２１】

【数４】

【００２２】
　　次に、ステップ１２０において、専用制御チャンネルの信号対干渉雑音比を計算し、
且つ当該信号対干渉雑音比が要求を満たすのかどうかを判定する。当該判定は、獲得した
信号対干渉雑音比と所定のしきい値と比べることで完成することができる。例えば、WCDM
Aシステムにとっては、当該しきい値は4-7dB以下であってもよい。信号対干渉雑音比が当
該しきい値を超過した場合は、ステップ125へ進み、そうでない場合は、処理過程はステ
ップ101に戻って、マルチラディウス走査を繰り返す。
【００２３】
ステップ125において、専用制御チャンネル情報を再拡散、スクランブリングして、基準
信号として、最適化重み値を求める。例えば、WCDMAシステムにおいて、制御部分の時間
間隔中の10個記号ビットにおいて、前に有する３乃至8個は既知のパイロット記号である
。従って、本発明の一つの実施例の中で、パイロットセグメント時間内で、判定結果の代
わりにパイロット記号で再拡散、スクランブリングすることが好ましい。これにより、判
定間違いにて発生した消極影響を克服し、重み値が最適重み値になるようにする。非パイ
ロットセグメント時間内で、判定した非パイロットセグメント情報をスペクトラム拡散し
てからｄd（ｔ）＝ｄｃ（ｔ）ｃdch（ｔ）、スクランブリングするｄs（ｔ）＝ｄｄ（ｔ
）Ｓdpch（ｔ）。その後、新しい基準信号d1=[d・ｄs]を形成する。制御部分は、ずっとO
VSFコードｃcch＝Ｃch,256,0でスペクトラム拡散するので、当該スペクトラム拡散コード
リストの256個データの全てが1である。これは、逆拡散、再拡散計算法の演算の複雑度を
低下することに十分に有利である。最後に、新しい基準信号と新しいアレイを利用して信
号Ｘ1＝[Ｘp・Ｘt]を受信して、相関行列ｒxd＝E[Ｘ1ｄ1＊]を計算する。最小二乗誤差(M
MSE)基準により最適化重み値Ｗopt＝ｒxdを求める。
【００２４】
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　　最後に、ステップ130において、当該最適化重み値を利用して、ビーム形成して専用
データチャンネルに対して処理する。制御部分とデータ部分の空間伝播経路が同じなので
、制御部分により更新されて得た重み値は、データ部分に対しても適用される。このよう
にして、得られた最適化重み値によって対応するデータ情報が求められる。
【００２５】
図２は、本発明のある実施例によるスマートアンテナ装置の構造を示す図である。図２に
示すように、当該実施例によるスマートアンテナは、複数のアレイ単位（210.1-210.N）
からなるアンテナアレイ、空間領域ビーム形成モジュール21、時間領域マッチングフィル
ターモジュール22、及び再拡散スクランブリングフィードバックモジュール23を含む。上
記アンテナアレイ単位（210.1-210.N）は、夫々自分のアンテナ前端（図に示していない
）を包括して、無線射周波信号を受信して、受信信号Ｘ＝[ｘ1，ｘ2，・・・，ｘN]へと
変換するように機能する。これは当該技術分野の技術者にとってはよく知られているもの
である。
【００２６】
　　その中で、本発明の実施例によるスマートアンテナに使用されるビーム形成装置が、
空間領域ビーム形成モジュール21、時間領域マッチングフィルターモジュール22、及び再
拡散スクランブリングフィードバックモジュール23からなる。以下、図面と結合して、本
発明の実施例によるスマートアンテナ及びビーム形成装置に対して詳細に説明する。
【００２７】
アンテナアレイの受信信号Ｘ＝[ｘ1，ｘ2，・・・，ｘN]に対してビーム形成するように
、空間領域ビーム形成モジュール21とアンテナアレイ（210.1-210.N）のアレイ単位毎が
お互いに接続されている。空間領域ビーム形成モジュール21は、マルチラディウス走査時
のディレイ調整ユニット211、重み値推定ユニット212、マルチプライヤ213.1-213.Nとア
ダー214を包括している。
【００２８】
マルチラディウス走査時のディレイ調整ユニット211は、離散ビームでマルチラディウス
走査を行うのに使用し、ディレイ情報を獲得し、且つアンテナアレイから受信した信号を
ディレイ調整する。符号分割多元接続システムのスマートアンテナの基地局から受信した
時空信号に対してビーム形成する時、最も重要な任務は、異なる経路のディレイを推定す
るものであり、もし、正確なディレイパラメータがなければ、アダプティブビーム形成を
行うことができない。ディレイはビーム形成前に推定する。即ち、ディレイを推定する時
、ビームを利用してビーム以外の希望しないユーザーを抑制することができない。利用可
能な全てのユーザー（あるセクター）の信号が受信されて、お互いに干渉する。当該問題
を根本的に解決するために、本発明は、離散ビームを利用して走査する。即ち、所定のセ
クター内で、スマートアンテナは、アダプティブスマートビームを形成してユーザーをト
ラックする機能を実現しながら、ビームにて繰り返し走査することにより、ユーザー調査
の任務を完成する。マルチラディウス走査時のディレイ調整ユニット211について、他の
図面と併せ、以下で詳細に説明する。
【００２９】
ディレイ調整後の信号Ｘ＝[ｘ1，ｘ2，・・・，ｘＮ]は、同時に対応する複数のマルチプ
ライヤ213.1-213.Nと重み値推定ユニット212に伝送される。重み値推定ユニット212は、
再拡散スクランブリングフィードバックモジュール23から生成した信号とアンテナアレイ
から受信した信号Ｘ＝[ｘ1，ｘ2，・・・，ｘN]に従って、適当なビーム形成のための重
み値ｗ1,ｗ2,・・・,ｗNを算出する。具体的には、上記基準信号とアンテナアレイの受信
信号との相関行列を計算して、最小二乗誤差(MMSE)基準により当該相関行列のおよその値
を求めて、重み値とする。マルチプライヤ213.1-213.Nは、夫々対応する重み値ｗ1,ｗ2,
・・・,ｗNにより、乗算を行う。乗算の結果は、アダー２１４の中で合計されて、ビーム
形成の結果として時間領域マッチングフィルターモジュール22に出力される。
【００３０】
　　時間領域マッチングフィルターモジュール22は、逆スクランブルユニット221、逆拡
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散ユニット222、Rake結合ユニット223、データビット決定ユニット224と信号対干渉雑音
比計算決定ユニット225からなる。逆スクランブルユニット221と逆拡散ユニット222は、
ビーム形成後の信号に対して逆スクランブル、逆拡散するためのものである。Rake結合ユ
ニットは、複数経路の信号をRake結合するためのものである。データビット決定ユニット
はRake結合後の信号に対して、出力伝送したデータを決定するためのものである。信号対
干渉雑音比計算決定ユニット225は、決定したデータと受信信号の信号対干渉雑音比を計
算するためのものであり、算出した信号対干渉雑音比と予定のしきい値とを比べて要求を
満たすのかどうかを判定する。
【００３１】
　　再拡散スクランブリングフィードバックモジュール23は、スペクトラム拡散ユニット
231とスクランブリングユニット232からなる。信号対干渉雑音比計算決定ユニット225か
ら信号対干渉雑音比が要求を満たすと判定された時、スペクトラム拡散ユニット231とス
クランブリングユニット232は、時間領域マッチングフィルターモジュール22は出力決定
して得られたデータに対して、スペクトラム拡散、スクランブリングして、基準信号d(k)
を生成する。信号対干渉雑音比計算決定ユニット225から信号対干渉雑音比が要求を満た
さないことを判定した時、或いは、決定データがない場合、スペクトラム拡散ユニット23
1とスクランブリングユニット232は、既知の専用制御チャンネルパイロットビットを使用
して、スペクトラム拡散とスクランブリングして、基準信号d(k)とする。
【００３２】
　　一つの移動設備ユーザーmを例として、本実施例の動作状況に対して説明する。
【００３３】
　　まず、ユーザーmのマルチラディウスディレイ成分が大きいもの毎に対して、それぞ
れ空間領域ビーム形成モジュール21において、ビーム形成を行う。ユーザーmのｌ条目の
マルチラディウス成分の受信重みベクトルをｗm,l＝[ｗ1,ｗ2,・・・,ｗN]

Tとし、入力成
分ｘ1，ｘ2，・・・，ｘNと重み成分ｗ1,ｗ2,・・・,ｗNとをマルチプライヤ213.1、213.
2、…213.Nにより対応的に掛け、各マルチプライヤの出力をアダー214に入力して得られ
たユーザーmのｌ条目のマルチラディウスのビーム形成器の出力は、式（数５）で示され
る。
【００３４】
【数５】

【００３５】
　　ユーザーmのｌ条目のマルチラディウスの空間領域ビーム形成モジュール21を通した
出力を、逆スクランブルユニット221、逆拡散ユニット２２２の入力として、逆スクラン
ブル、逆拡散する。
【００３６】

【数６】

【００３７】
　　逆拡散ユニット２２２の出力をパイロット記号がRake結合ユニット223を補助する入
力とし、パイロット記号がRake結合ユニット223を補助する場合、パイロット信号を利用
して各条のマルチラディウスの複素数振幅を推定する。一つの時間間隔中にq個のパイロ
ット記号を含有すると、希望ユーザーのマルチラディウス信号のパワーは、妨害と雑音の
合計より最も大きくなる。パイロット記号を採用して同一時間間隔の非パイロットセグメ
ントデータチャンネルの推定を獲得する簡単な平均推定法を採用して、ユーザーmのｌ条
目のマルチラディウス成分のチャンネルの推定は、式（数７）で示される。
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【００３８】
【数７】

【００３９】
　　各マルチラディウス成分のチャンネルの推定により、最大比基準により、相関Rakeの
結合を行う。続いて、データビット決定ユニット24において決定する。ｎをデータビット
ディジットとすると、ユーザーmの出力を得ることができる。
【００４０】

【数８】

【００４１】
　　最後に、信号対干渉雑音比計算決定ユニット225により信号対干渉雑音比のしきい判
定を行い、しきい判定の要求を満たすデータビットを再拡散スクランブリングフィードバ
ックモジュール23に入力する。
【００４２】
　　制御部分とデータ部分の空間伝播経路が同じなので、そのように更新して得られた重
み値はデータ部分にも適用できる。制御部分の毎時間間隔中の10個記号ビットにおいて、
前に有する３乃至８個は既知のパイロット記号である。従って、パイロットセグメント時
間内で、判定結果のかわりにパイロット記号で再拡散する。これにより、判定間違いにて
発生した消極影響を克服し、重み値が最適重み値に接近するようにする。非パイロットタ
イム内に、あるユーザーの制御部分のｎ目のビットｂ（ｎ）が正確に検出されると、ここ
で、ｂ（ｎ）は検出器の出力であり、このユーザーが時間空間[(n-1)Tb,nTb]（Tbはビッ
トサイクルであり、nは正整数である）内の信号波形は、このユーザーの制御部分のスペ
クトラム拡散コードｃcch（ｋ）を採用して、再拡散して検出されたデータビットｂ（ｎ
）により得られる。スペクトラム拡散ユニット231とスクランブリングユニット232を通じ
て、夫々信号対干渉雑音比計算決定ユニット225の出力ｂ（ｎ）及び既知のパイロット記
号(234)に対して、スペクトラム拡散とスクランブリングを完成する。コードシートフロ
ーを新しい基準信号233として、このユーザーの重み値を調整してビームを形成する。
【００４３】
初めにユーザーからの信号を受信する時、決定出力ｂ（ｎ）は無い。再拡散スクランブリ
ングフィードバックモジュール23は、既知のパイロット記号を再拡散スクランブリングし
て、基準信号とする。重み値推定ユニット212は、当該基準信号とアンテナアレイから受
信したパイロット信号の相関行列を計算する。最小二乗誤差基準により求めた当該相関行
列のおよその値を初期重み値とする。その以外、信号対干渉雑音比計算決定ユニット225
から満たさないと判定される場合、再拡散スクランブリングフィードバックモジュール23
も、既知のパイロット記号を再拡散スクランブリングして、基準信号とする。重み値推定
ユニット212は、当該基準信号とアンテナアレイから受信したパイロット信号の相関行列
を再び計算して、最小二乗誤差基準により求めた当該相関行列のおよその値を初期重み値
とする。
【００４４】
　　図３は、本発明のある実施例によるマルチラディウス走査ディレイ調整ユニットの構
造を示すフローチャートである。図３に示されるように、ディレイ調整ユニット221は、
走査ビーム形成ユニット2110、ディレイサーチャー2112とディレイ調整ユニット2114を含
む。
【００４５】
アンテナ行列からの受信信号は、ディレイ調整ユニット2114と走査ビーム形成ユニット21
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10に同時に伝送される。走査ビーム形成ユニット2110は、受信信号に対して走査ビームを
形成するためのものであり、そのビーム形成原理は前の説明と基本的に同じである。唯一
の違いは、各アレイユニットの重み値が、事前に要求に応じて計算されることである。即
ち、それらの既に計算した重み値が単ビームを形成して、所定の領域或いはセクター内で
、予め設定された角度の間隔で離散走査する。ディレイサーチャー2112は、走査ビーム形
成ユニット2110から形成したビーム信号に対して、マルチラディウスディレイをサーチす
る。ディレイ調整ユニット2114は、ディレイサーチャー2112からサーチされたマルチラデ
ィウスディレイに基づいて、アンテナアレイから受信されたマルチラディウス信号に対し
てディレイ調整して、対応するマルチプライヤ213.1-213.Nに出力する。
【００４６】
　　図4-6を結合して、ディレイサーチャー2112の構成及びディレイサーチ処理のプロセ
スに対して説明する。
【００４７】
　　図4は受信信号の復調処理を示した。移動局から発射した信号が下記式（数９）で示
すものであり、
【００４８】
【数９】

【００４９】
　　上記式中、ωｃは搬送波周波数であり、Iは同相成分であり、Qは直交成分である。無
線空間経路の減衰因子をαと、ディレイをτと、位相偏移φ＝ωｃτとすると、基地局の
アンテナから受信した信号は、下記式（数１０）で示すものある。
【００５０】

【数１０】

【００５１】
　　図４で示すように、ラジオ周波数信号ＳR（ｔ）はまず走査ビーム形成ユニット2110
を通じてビーム形成した後、ダウン変換及びローパスフィルターを行う。その中で、
【００５２】

【数１１】

【００５３】
　上記の式（数１１）より、ローパスフィルター後、下記式（数１２）を得た。
【００５４】
【数１２】

【００５５】
　　同じように、下記式（数１３）を得る。
【００５６】
【数１３】
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【００５７】
　　図５は、ディレイサーチャーの構成の一つの例示を示す図である。図6は、コードフ
ィルター構成の一つの例示を示す図である。その中で、TCはタイムサイクルである。コー
ドフィルターは、bitインパルスを基準とし、８倍の過サンプルとし、専用データチャン
ネル（DPDCH）にスクランブリングする時、長い或いは短いスクランブリングコードのい
ずれを使用してもよい。レジスタ長をSF＊8（SFはスペクトラム拡散因子である）とする
。は干渉コードの実部を表示し、SQは干渉コードの虚部を表示する。長い干渉コードにと
っては、非サイクルコードフィルターであり、短い干渉コードにとっては、サイクルコー
ドフィルターである。コードフィルターの出力は、制御情報とは関係しているが、トラフ
ィックチャンネル情報とは関係ない。四路コードフィルターの出力は、非相関処理を行っ
た後、夫々(Z12)2と(Z34)2を加えて、ユーザー信号のエネルギー分布が得られる。ピーク
値の検出により、ディレイの推定を得られる。異なるディレイのマルチラディウス信号に
対しては、複数のピーク値を獲得することができる。ピーク値の高さは、当該ラディウス
信号の強さ（即ち、ユーザー信号のエネルギー分布）を表示する。ピーク値が位置してい
るところにより、当該らディウスのディレイを確定することができる。
【００５８】
　　サーチプロセスに対して説明する。例えば、WCDMA無線マルチラディウスチャンネル
において、ユーザーがL経路を利用すると、そのチャンネルの応答は、式（数１４）であ
る。
【００５９】
【数１４】

【００６０】
　　上記式中、τl、αl、φlは夫々ユーザーのl条目経路のディレイ、減衰因子と位相で
あり、ディレイサーチはτlに対して推定を行う。マルチラディウス信号は複数の単ラデ
ィウスの積み重ね過程であるので、一般性を失うことが無い。単ユーザー且つ単ラディウ
スで、干渉がない条件で見ると、一般式（数１２）と（数１３）により、ＸI（ｔ）とＸQ

（ｔ）が得られる。以下の処理を行う。
【００６１】
【数１５】

【００６２】
　　上記式中、ＳCQ（ｔ）は干渉コードの虚部を表示し、ｔ’は干渉コードのディレイ（
ｔ－τ’）を表示し、ＸＩ（ｔ）・ＳCQ（ｔ’）はチャンネル化コードＣC（ｔ）の濾過
を通じて、分離した制御チャンネルを得ることができる。専用制御チャンネル（DPCCH）
のチャンネル化コードの全てが１で、チャンネル化コードの直交性のため、下記式（数１
６）で示される。
【００６３】
【数１６】

【００６４】
　　同じように、
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【００６５】
【数１７】

【００６６】
　　もし、コードフィルターから経路がサーチされると、即ち、ｔ’＝ｔ－τである時、
且つコードフィルター長がG＊8chipである時、下記式（数１８）である。
【００６７】
【数１８】

【００６８】
　　従って、一般式（数１６）と（数１７）により、さらに下記のものが得られる。
【００６９】
【数１９】

【００７０】
【数２０】

【００７１】
　　上記式中、Ｔbはビットサイクルであり、ｂc,nはｂcのn目のビットであり、Gはスペ
クトラム拡散の倍数である。Z1、Z2を結合して、下記（数２１）のものを得る。
【００７２】

【数２１】

【００７３】
　　同じように、
【００７４】

【数２２】

【００７５】
【数２３】

【００７６】
【数２４】
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【００７７】
　　そこで、それぞれ(Z12)2と(Z34)2を加えて、ユーザー信号のエネルギー分布を得るこ
とができる。ピーク値の検出により、ディレイτの推定を獲得する。
【００７８】
　　理想的な状態において、ｔ’＝ｔ－τであると、コードフィルターから得たZ値は0よ
り大きい。ｔ’≠ｔ－τである時、コードフィルターから得たZ値はいつでも0である。こ
のような場合、0ではないZ値の位置だけをサーチすれば、ディレイを確定することができ
る。しかしながら、干渉コードの自己相関性と相互相関性がまだ理想的ではないし、それ
に雑音の影響及び過サンプルに加えているため、Z値がｔ’≠ｔ－τである時、大きいピ
ーク値（ピークと簡称する）が出現することもある。これは、ディレイの推定に一定の問
題と難度を招いた。ディレイを正確に推定するには、二つの問題を解決すべきある。一つ
は、偽ピークを除去するように、ピーク値のしきいを合理的に確定すること、もう一つは
、ディレイを正確に推定する目的に達するように、ピーク値がしきいを超過する複数のZ
値の中で、真ピーク値の位置を検出することである。
【００７９】
　　本実施例において、Z値がフィルターする前の受信した全ての信号の平均パワーの４
倍より大きい値をピーク値のしきいδとする。ピーク値検出において、最大値より左側の
傾斜度は0より大きい、右側の傾斜度は0より小さい。ピーク値しきいの検出は下記の重要
な部分から構成する。 
　　　（1） ピーク値の粗選択
Ｚ値中において、ピーク値しきいより大きい点を予備ピーク値点として下記の式（数２５
）により設定する。
【００８０】
　（数２５）

【００８１】
　　Pは可能ピーク値点の集合であり、単位は1/8chipである。選択した予備ピーク値の中
で、ピーク値点ではなく更に処理が行われるべき真ピーク付近の点を含むこともある。
　　　（2）ピークを選択する前の前処理
ピークを選択する前に、左側の傾斜度の記号関数Ｄｌ（ｋ）は、式（数２６）で示される
。
【００８２】
【数２５】

【００８３】
　　また、右側の傾斜度の記号関数Ｄr（ｋ）：
【００８４】
【数２６】

【００８５】
　　　（3）ピーク識別ロジック
　ピークの特性により、上記前処理の基づいて、ビーク識別ロジックを容易に得られる。
ｋがピーク値点である場合、
【００８６】
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【数２７】

【００８７】
　　しかし、非ピーク値点である場合、
【００８８】
【数２８】

【００８９】
　　一般式（数２９）を満たす点の集合を検出して、1/8chipの持続時間を掛けると、要
求するディレイτｌ（ｌ＝１，２，３，・・・，L）となり、Lは検出できる経路の数を表
示する。
【００９０】
　　以上の本発明のスマートアンテナのビーム形成装置をなす各構成部分はハードウェア
モジュールでも良く、ソフトフェアモジュールでも良い。それらのモジュールを専用チッ
プ或いはFPGA中に配置しても良い。一部分のモジュールをDSPの中で、ソフトウェアで実
現しても良い。
【００９１】
図7は、本発明の一つの実施例によるスマートアンテナの空間配置を示した。現在のとこ
ろ、セルプロット内で指向性アンテナが多く採用されており、各プロットは三つのセクタ
ーに分けられている。図7で示す本発明の実施例において、アンテナアレイは三組の均一
なラインアレイ（line array）ユニットからなる。即ち、第一組が3.101、3.102、3.103
、3.104であり、第二組が3.201、3.202、3.203、3.204及び第三組が3.301、3.302、3.303
、3.304である。各組のアンテナは120度範囲の空間を走査する。そのような走査は時間が
かかりない、一つのセクターが120度であるため、アンテナアレイユニットの数は4である
。その場合、波ローブの最小幅は25.25度ある。離散ビームの走査角度の間隔が25度であ
る場合、一回の走査を完成するには、5回のビーム角度変換のみ必要とする。
【００９２】
図8と図9は、本発明の実施例による入力―出力の信号対干渉雑音比の曲線図である。実験
のシミュレーション条件は、4アレイユニットの均一なラインアレイで２０個のユーザー
で、各ユーザーは４条の強度が同じJackエクリプスマルチラディウスを有する。その中で
、図８で示すものは、本発明の実施例によるスマートアンテナが、マクロ（Macro）にお
いて、２０個のユーザー、20フレームデータ長、記号速度60kbit/s、移動局速度が30km/h
である環境でのデータチャンネルの出力SINRである。横座標Eb/N0は信号対雑音比を表示
し、変化範囲は4～12dBであり、間隔は2dBである。図面から分かるように、入力信号対雑
音比が8dBである場合、本発明の出力信号対雑音比は8.7dBに接近している。ビーム走査が
ない方法の出力信号雑音比はおよそ5.3dBである。3.5dBの差がある。出力信号対雑音比が
4、6、10と12dBである時、結果は類似している。従って、本発明方法を採用した後、出力
信号対雑音比が向上したということが分かる。
【００９３】
　　図9に示したものは、本発明の実施例によるスマートアンテナが、マクロプロットに
おいて、２０個のユーザー、記号速度60 kbit/s、移動局速度が240km/hである環境でのデ
ータチャンネルの出力SINRである。横座標Eb/N0は入力信号対雑音比を表示し、変化範囲
は4～12dBであり、間隔は2dBである。入力信号対雑音比が8dBである場合、本発明の出力
信号対雑音比は5.6dBに接近している。ビーム走査がない方法の出力信号雑音比はおよそ0
.9dBである。4.7dBの差がある。入力信号対雑音比が4、6、10と12dBである時、結果は類
似している。従って、本発明方法を採用することによって、出力信号対雑音比が向上した
。
【００９４】
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　　以上のとおり、本発明の実施例により本発明について説明したが、以上の実施例は全
部の実施例ではない。当該技術分野の技術者は、本発明の主旨と範囲内でいろいろな変化
と改良をおこなうことができる。例えば、以上はWCDMAシステムに対して説明したが、当
該技術分野の技術者は、他のコード分割多重システムにも適用できるということを理解で
きる。従って、本発明は上記実施例に限定されず、添付した特許請求の範囲を基準とする
。
【図面の簡単な説明】
【００９５】
【図１】本発明のある実施例によるスマートアンテナのビーム形成プロセスを示すフロー
チャートである。
【図２】本発明のある実施例によるスマートアンテナ装置の構造を示す図である。
【図３】本発明のある実施例によるマルチラディウス走査ディレイ調整ユニットの構造を
示すフローチャートである。
【図４】受信信号の復調処理を示す図である。
【図５】ディレイサーチャー構成の一つの例示を示す図である。
【図６】コードフィルター構成の一つの例示を示す図である。
【図７】本発明の一つの実施例によるスマートアンテナの空間配置を示す図である。
【図８】本発明の実施例による入力―出力信号対干渉雑音比の曲線図である。
【図９】本発明の実施例による入力―出力信号対干渉雑音比の曲線図である。
【符号の説明】
【００９６】
２１・・・・空間領域ビーム形成モジュール
２１１・・・マルチラディウス走査ディレイ調整
２１２・・・重み値推定ユニット
２２・・・・時間領域マッチングフィルタモジュール
２２１・・・逆スクランブルユニット
２２２・・・逆拡散ユニット
２２３・・・Rake結合ユニット
２２４・・・データビット決定ユニット
２３・・・・再拡散スクランブリングフィードバックモジュール
２３１・・・スペクトラム拡散
２３２・・・スクランブリング
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